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１．研究計画の概要 

差別化された製品の需要推定は、ブラ
ンド価値の評価や価格設定などマーケテ
ィングにとって重要な問題の研究に必要
不可欠である。しかしながら高価で市場
規模が大きい自動車のような耐久消費財
の場合、スキャナーデータなどが存在せ
ず、製品の市場シェアとその特性のみが
公開データとして入手可能な場合も少な
くない。平成16～19年度において研究代
表者らが進めてきた頻度理論に基づく研
究結果および平成20年度において研究代
表者らが進めてきたベイズ理論に基づく
研究結果を踏まえ、本研究ではそのよう
な状況において、1)消費者の購買パター
ンと人口動態的な情報を関係付ける付加
的な情報が入手可能な場合の頻度理論に
基づく推定量の漸近的な結果を理論的に
導出し、2)これらの結果を多期間にわた
るダイナミックチョイスの問題に拡張す
る準備を行なった。 

需要側にはCobb-Douglas型効用関数を
仮定した。供給側はF個の生産者が存在し、
J個の製品が提供されている寡占市場に
おいてベルトラン競争を行い、自らが生
産する個々の製品から得る利益を最大化
すると仮定した。消費者の所得水準があ
る範囲にある時、その消費者が北米・日
本・ヨーロッパ製品を購入する割合など
製品特性と消費者の人口動態的な情報の
相関を示す情報が得られ、かつこの情報
は製品シェアの情報と独立に取得されて
いると仮定した。 
 
２．研究の進捗状況 

以上の設定のもとで、頻度理論に基づく

推定量の漸近的な結果を理論的に導出し、
それが単に一致性と漸近正規性をもつだけ
でなく、付加的な情報がない場合に比べて
漸近分散・共分散行列の大きさが小さくな
るいわゆる漸近効率性をもつことを確かめ
た。このことは係数分布型ロジットモデル
による単期間需要推定モデルの精度を大幅
に改善することができることを意味する。 
 
３．現在までの達成度 
当初の計画どおり進展している。特にこ

の結果に基づく論文は現在International 
Economic Reviewに投稿し、レフェリーによ
る2回の修正要求があり現在2回目の修正中
である。この過程で、加重行列を使って比
較的一般的な状況のもとで、いわゆる漸近
効率性をもつことの証明をする方法の存在
をレフェリーから指摘され論文に導入した
こと、本論文を書く動機となったPetrin 
(2002)  ”Quantifying the Benefits of 
New Products: The Case of Minivan,” 
Journal of Political Economyの標本採取
の方法に問題があり、推定量には一致性が
存在するが、漸近正規性は持たない可能性
があることなど多くの周辺知識ともつこと
ができた。またBerry and Haile (2010) 
“IDENTIFICATION IN DIFFERENTIATED 
PRODUCTS MARKETS USING MARKET LEVEL 
DATA,” NBER Working Paper Series15641
など近年のアメリカにおける研究の進展な
どについてもレフェリーから興味深い指摘
があり、当該分野の研究に際して必要な周
辺知識についても幅広く獲得することがで
きた。 
 
４．今後の研究の推進方策 
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現在までの枠組みでは、製品特性は独立の
確率変数として次々にあらたな製品特性が
市場に出現するという枠組みであるが、今後
は生産者が投入する製品の特性群が一時点
の前の情報に影響されるいわゆるマルコフ
性を持っている場合の頻度理論に基づく推
定値の漸近特性の導出、および 3)製品群は有
限であり、一国全体で大きなナショナル・マ
ーケットを分析するのではなく、多数の地域
的な市場が存在し、これに対して消費者の購
買パターンと人口動態的な情報を関係付け
るナショナル・マーケット市場全体における
付加的な情報が入手可能な場合の頻度理論
に基づく推定値の漸近特性の導出などが課
題として浮かび上がってきた。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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